
レクリエーション研究第9号 Journalof Leisur巴 andRecreation Studies No. 9 45 -

日本におけるカヌーの普及状況に関する調査研究

一一特にスラローム・カヤックを用いた活動の普及状況について

芳賀健治キ

The Study of Present Status of Whitewater Kayaking in Japan 

Ker唱iHAGA 

The purpose of this study was to examine the pr巴sentstatus of Whitewater Kayaking担 Japanon the whole， 

and make hypothesesfor the next studies. 

The results were summarized as fol1ows: 

(1) Whitewater Kayaking have been spreaded particularly in large city Tokyo and Osaka and around that's 

area， kayaking have been spreaded during the last five years. Most of kayakers live in these area. 

(2) In another area， canoe加stitutionsof each p児島ctur巴andkayaking clubs mainly are making effort for 

the spread of kayaking. But they have many troubles organical1y and substantial1y. So， in most of these 

area， many activities for the spr巴addepend on the individual effort. 

(3) In Tokyo and Osaka and around that's area， kayaking mainly have been spreaded by some private groups 

organized by kayaking schools， makers and shops， and some kayaking clubs. Many kayakeis not orga-

nized by institutions of each prefecture have connections with these groups. 

The fol1owing hypothesis could be made by this study and partly have been made sure. 

(1) Kayakers泊 twentiesand thirties re，markably紅 emuch more than other ager. 

(2) Most of kayakers idea for his kayaking may be recreational， and not competitional. 

(3) Many of participants for competitions have the idea that a competition is only a part of his whole 

kayaking activities. 

l 研究の目的

近年，野外での余暇活動がめざましく成長し，海洋

性スポーツに対する需要も拡大している。したがって

今後カヌーも海洋性スポーッ1)として発展する可能性

があり，普及の段階では，競技種目としてのみではな

く，楽しむことそれ自体を目的としたレクリエーショ

ンとしての普及も重要で、あると思われる O 近年，カヌ

ーは. F. R. P. CFiberglass Reinforced Plastics)を

素材とするようになり，個人による艇の製作も為され

るようになってきた。現在，カヌーは，河川，湖沼，
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海を利用したツーリンク、、から専門的技術を要する競技

にいたる広範な利用と，艇の製作という創作活動を含

む極めて多様な活動の様相を呈している。カヌーイス

ト2)は，以上の様な活動を個々のライフスタイルに合

わせて実施していると思われる。我が国の現状では，

乙れらの活動は圧倒的にスラローム・カヤックを用い

て為されており，スラローム・カヤックを用いた渓流

で行なう活動を「渓流カヌーjと便宜的に呼んでいる
3) 

組織もあるほどである o

競技としてのカヌーは，レーシング部門とスラロー

ム・ワイルドウォータ一部門(以下s.w部門と略す)
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に分類される。 S・W部門の競技人口の中では，競技

だけを専門とする者は少なく，その多くが川下りなど

の楽みを求めるための多様な活動を展開していると恩

われる。また，ポロ艇を用いたカヌーポロ競技が乙乙

数年盛んになりつつある。

以上の乙とから，本研究ではs.w部門の競技層か
らレクリエーション層までの広範なカヌー人口を対象

とし，特にスラローム・カヤックを用いた活動の普及

の実態と普及にあたっての問題点を明らかにすること

を目的としている。さらに，普及状況を詳細に把握し

ていくための仮設を試みたい。

E 研究の方法

1)調査の対象

調査の枠組みとして「各都道府県カヌー協会レベノり

と「民間レベルJの両面から把える乙とにし，それぞ

れ次の考え方をもとに対象を選定した。

「各都道府県カヌー協会レベル」では，カヌーの全

国的な動向を把えるため，日本カヌ一連盟に加盟して

いる各都道府県カヌー協会を母集団として選び，標本

の抽出にあたっては協会設立の動きがない三重と高知

を除き，各母集団の代表者を調査の対象とした。

「民間レベル」では，近年カヌーの製造・販売に積

極的に取り組んでいる 9社を選んだ。さらに，特にレ

クリエーションとしてのカヌーの普及に努めている民

間のカヌースクール9校も対象とした。

ζれらの母集団のほかに，講習会の視察や日本カヌ

一連盟およびカヌーに関係する諸団体の調査も実施し，

実態把握を補う資料を得た。

2 )調査の期間

1981年3月iζ協会代表者を対象とした調査を 4月

l乙カヌー製造・販売業者およびカヌースクールの調査

をそれぞれ実施した。さらに， 10月までのあいだに乙

れら母集団の補足資料とその他の資料を得た。

3 )調査の方法

資料収集の方法として主に質問紙法を用いたが，標

本数が少ない乙ともあり，統計的方法でデータ分析が

不可能な面も考えられたので，聞き取り調査にもとづ

くインテンシブな方法も加え，実態をトータルに把握

するよう努めた。調査は，1)郵送による調査票調査，

2)電話や面接による聞き取り調査， 3)視察による実態

把握調査を実施した。

データの分析にあたっては，数量的に意味を持った

内容と内容の諸要素をいくつかのカテゴリーに分類し

類型化した。

4)調査票の回収および資料の入手

協会代表者を対象とした調査では，調査票の回収が

27県で回収率56.2~ぢであり，他の資料によって回答し

た6県を加えて68.7%であった。さらに，カヌーの製

造・販売業者16社から28点，民間および公共のカヌー

スクール10校から15点，その他関連諸団体から22点，

日本カヌ一連盟が1980年11月から1981年10月までの期

聞に各都道府県カヌー協会p:::配布した資料44点を含め，

157点、の資料を整理，分析し，考察を加えた。

E 結果と考察

1)日本におけるカヌーの史的考察

日本におけるカヌーの歴史は， 1936年のベルリンオ

リンピックの漕艇選手団役員高木公三郎が艇を持ち帰

ったのが日本人自身によるカヌーのはじまりで、ある41
1938年には日本カヌー協会が設立され，積極的な活動

の様相をみせはじめたが，第2次世界大戦のため日本

漕艇協会lζ吸収合併され，活動は停滞した。

戦後間もなく再び普及の傾向を見せ， 1960年には日

本カヌー協会が再発足した。戦後間もない時期から

1964年の東京オリンピックの頃にかけては，フアルト

ボートや木製の艇によって野外スポーツとしてのカヌ

ーの地盤が築かれていったの。奥村昇6)1ζよれば， 1964 

年当時はフアルトボートか木製のスラローム・カヤッ

クによって渓流河川での活動が行なわれていたが，乙

の頃から東京を中心として F.R. P艇が普及しはじ

め，関西地区でも1970年を境11:F. R. P艇が普及し

はじめたという。 1969年には，多摩川の御岳渓谷でス

ラロームとワイルドウォーターの最初の日本選手権大

会が開催されたが，乙の時の参加艇の大部分はF.RP

艇で，一部の艇が木製であったという O さらに，乙の

年の世界選手権大会スラローム部門に日本選手が初参

加し， s.w部門の本格的な発展の段階に入った。水
深が浅く，安定した水量の得られない河川の多い日本

の自然的条件のもとで，喫水が浅く，川底l乙乙すって

も破損する乙とが少なく，補修が容易で軽量という点

で， F. R. Pスラローム・カヤックの出現が革命的な

影響力を持った乙とは明らかである7)。さらに，自家

用車の普及とあいまって艇の運搬が容易となり，カヌ

ーの普及に拍車がかけられた。

1971年には民間組織として日本レクリエーションカ

ヌ一連盟が設立され，競技だけでなく，楽しむ乙と，

カヌ一人口を増やす乙とを目的として， F. R. Pスラ



ローム・カヤックを用いた初心者講習会を開催し，普

及iζ努めた。

1980年には日本カヌー協会が社団法人日本カヌ一連

盟となり，公益法人として各都道府県協会への艇の貸

与，機関紙 iCano巴」の発刊，カヌー協会のない県に

対する協会設立の働きかけなど積極的な普及活動を展

開する乙ととなった。 1981年には1982年の国民体育大

会にカヌーが正式種目として採用される乙とが決定し，

各都道府県協会の活動も，選手強化および普及の両面

において促進される結果となった。

以上のように，歴史的に，カヌーはオリンピックな

どのイベントを足がかりとした普及の傾向がみられ，

F.R.Pという新素材の出現，民間組織による普及活

動などが大きな役割を果した。(図1)(表1)

2 )組織化過程における普及状況

各都道府県カヌー協会の各都道府県体育協会への加

盟状況を， 1962年から1981年までの19年間を年度別に

みてみると， 1962年と1980年lζ大きなピークがみられ，

乙れらの時期に活発な普及活動が為されたことが伺える。

つまり， 1962年のピークは， 1964年の東京オリンピ

ックIC:::向けての日本カヌー協会の強化策¢結果と思われる。

各都道府県の協会設立過程の特徴としては，次の4

つのグルーフ。に分類で、きる。

① レーシング部門から

② S • W部門から

③ 行政主導による

④ ポロ艇利用の普及活動から

「レーシング部門から Jは，先にレーシング部門に

よって協会が設立され，後iζS'W部門が加わった地

域であり，東京，神奈川，滋賀，大阪などがあげられ

る。 ζれらは最も早くから S • W部門のカヌーが開始

され，組織化された地域であり，レーシング部門が，

S 'W部門の普及の地盤を形成したと思われる O しか

し， S'W部門が実施されていない地域もあり，岩手，

宮城，群馬，長崎，宮崎，沖縄があげられる。

iS'W部門から jは， S'W部門が最初から協会

設立に参加した地域であり，北海道，青森，茨城，千

葉，新潟，静岡，愛知，兵庫，奈良，島根，岡山，熊

本，大分があげられる。いずれの県でもクラブ組織が

確立していた乙とが協会設立に貢献した。

「行政主導による lは，市町村教育委員会等の公的

機関が主体となって協会事務局を設置，運営している

県で，秋田，山形，福島，佐賀などである O いずれも

1980年以後に協会が設立され，競技よりも普及に活動
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の視点を置いている。

「ポロ艇利用の普及活動から」は，小型で安価なポ

ロ艇を利用した初JC"者講習会，カヌーポロ競技などにより普

及をはかった地域で，鹿児島，佐賀，福陪めまあげられる。

3) S • W部門のカヌークラブの分布状況

各県のカヌー協会lζ登録されている S• W部門のク

ラブと組織(県協会として一括している場合)は，全

国で 108あった。(再調喫号館よび側部)

分布図を見るとクラブの多くが関東と関西の大都市

圏とその周辺に集中している傾向がみられる。乙れに

次いで静岡，愛知，岡山，島根に多い。福岡，佐賀も

多いが，乙乙ではカヌ一人口拡大のためのポロ艇を利

用した普及活動が中心であり，他の地域における S • 

W部門のカヌークラブとは性格が異るものが多い。

カヌークラブは全体で 102クラブあったが，その名

称を見ると学校や企業のクラブは少なく，地場の名称

を冠したクラブが圧倒的に多く， 84クラブあったのは

特徴的である。

北海道，埼玉，静岡からの回答では，カヌー協会に

未組織の者がかなり多い乙とが報告されたが，レクリ

エーションを目的としたクラブや個人が乙のような未

組織層を形成しているのではないかと思われる。

4) S • W部門における競技会参加者数

競技会参加者数においても，関東と関西および一部

特定地域に偏った傾向がみられる。乙れらの地域では

県協会の会員の中で競技会に参加経験のある者の占め

る比率が高く，乙れ以外の地域ではこの比率が低い傾

向がみられた。

事例的iζ比較してみると，埼玉，東京，静岡，滋賀，

大阪，兵庫，岡山の7都府県では協会員の協技参加率

の平均が56.9%であるのに対し，青森，新潟，山口，

熊本，大分の5県では19.5%と地域差が大きい。乙れ

は，前者の地域では競技会が数多く開催されているの

に反し，後者ではまだ普及・啓蒙の段階で充分な競技

会を開催できる状況ではなく，前者の地域へ遠征しな

ければならないといった状況を反映していると思われ

る。

5 )カヌー講習会の現状と問題点

各地域においてカヌー普及のための様々な方策が講

じられているが，講習会はその代表的なものである。

1980年に講習会を実施した11県の状況について表2



加
1

l'Jl
 し fこ 県

4国
1祖

A
は
中
舗
中

茨
城

|
箆
械

|
滋
賀

L
京
都

大広
剛阪
島引~ 
|
宙
誼
|
広
昭
|

!
醐
|
師
|

日訂
官 島根
l
l
大
分
l
愛
媛

19
60
 
19
61
 
19
62
 
19
63
 
19
64
 
19
65
 
19
66
 
19
67
 
19
68
 
19
69
 
19
70
 
19
71
 
19
72
 
19
73
 
19
74
 
19
75
 
19
76
 
19
77
 
19
78
 
19
79
19
80
 
19
81
 
19
82
 

カ
ヌ
ー
〆
ー
カ
ー
の
設
立
年
度

6
6
6
 6
ム
ム
ム

カ
ヌ
ー
ス
ク
ー
ル
の
設
立
年
度

O
 
0
0
 

0
0
 0
 
O
 

フ
ア
ル
ト
ボ
ー
ト

r.
R.
p艇
の
出
現 レ
ク
リ
ヱ
ー
シ
ョ
シ
用
と
し
て
フ
ア
ル
ト
ポ
ー
ト
存
続

年
|
木
蜘
艇

、
、

iZ 
東

表
|
カ

京

ヌ

オ リ

U璽
シ

盟
ピ

再
‘Y
 

発
ク

足

メ
第
ス

ミ
日

モ
青
第
カ
社

島
キ
回
ラ

ユ
本

ン
森
ー
ヌ
団

根
γ
s
ロ

ン
Lレ

L
 
ド
l亘
凹
|
法
国

コ
1

へ
ク

体
N
ス
人
体

ン
リ
オ

L
て
I
!
ラ
臼

て
.

オ
工

オ
I(
ロ
木

IE
リ
|

ル
1
杯
l
カ
式

Y
シ"，，
1

'*オ
プ
全
ム

ヌ
種

ピ
ヨ
連

リ
ン
日
大

13 
ツ
シ
盟

γ
種
で
本
会

連
と

ク
力
発

ピ
目
初
選
開

期
な

な
ヌ
足

‘
ツ
ク
と
採
抜
健

在
る

る
し
用
-
-
-
-
・
晶
子
一
品
:
;
:
:
:
:
.
.
-
-
-
-
一
一
山
川
町
"
.
同
噛
…
ー
一
喝

図
1
各
都
道
府
県
体
育
協
会
へ
の
加
盟
状
視
と
カ
ヌ
ー
守
年
表

""" ∞
 



日ユ
名
設
立
年
度
sw
部
門
む
保
体
協
加
盟
年
度

開
始
時
期

北
梅
道

1
9
7
5
 
1
9
8
1
 
1
9
7
8
 

ホH
 
森

1
9
7
5
 
1
9
8
1
 
1
9
7
5
 

岩
手

1
9
7
0
 

宮
城

1
9
8
1
 
1
9
6
2
 

秋
悶

1
9
8
1
申
請
中
)

山
形

1
9
8
1
 
1
9
8
1
 
1
9
8
1
 
(
申
請
中
〉

福
島

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
 

、
茨

城
1
9
7
9
 
1
9
7
8
 
1
9
8
0
 

栃
木

設
立
準
備
中

群
馬

1
9
6
9
 

埼
玉

1
9
7
2
 
1
9
7
2
 
1
9
7
4
 

千
葉

1
9
7
2
 

東
京

1
9
5
7
 
1
9
6
4
 

神
系
川

1
9
6
7
 
1
9
6
3
 

山
梨

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
〔
申
請
中
)

長
野

1
9
6
5
 

新
潟

1
9
8
0
 
1
9
7
3
 
1
9
8
0
 

M
 
山

設
立
準
備
中

石
11¥ 

設
立
準
備
中

相1
;井

1
9
7
1
 

静
岡

1
9
7
4
 
1
9
7
8
 

愛
知

1
9
7
0
 

1
9
8
0
 

岐
1;-1 

1
9
7
7
 

滋
賀

1
9
7
7
 
1
9
6
2
 

京
都

1
9
6
2
 

大
阪

1
9
7
0
 
1
9
6
2
 

兵
T1
t
 

1
9
7
1
 
1
9
8
0
 

奈
良

1
9
7
0
 

和
歌
山

1
9
6
9
 

，q
 
取

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
1
 

山
担

1
9
7
5
 
1
9
7
8
 

附
UJ
 

1
9
7
1
 
1
9
8
0
申
請
中
〕

広
品

1
9
6
2
 

山
ロ

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
 

香
111 

1
9
6
5
 

徳
L占

1
9
7
4
 

愛
媛

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
1
 
(
申
請
中
〉

福
岡

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
申
崎
中
)

佐
賀

1
9
7
9
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
申
請
中
)

長
崎

1
9
6
2
 

熊
本

1
9
6
4
 

大
分

1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
1
9
8
0
 
申
崎
中
)

宮
崎

設
立
準
備
中

鹿
児
島

1
9
7
3
 

沖
縄

1
9
6
2
 

重
設
立
の
動
き
な
L

高
知

設
立
D
動
き
な
し

表
l
各
都
道
府
県
カ
ヌ
ー
協
会
の
現
状

加
盟
ク
ラ
ブ

カ
ヌ
ー
人
口

競
技
会

参
加
者
数

7
 

約
3
0
0

約
3
0

4
 

1
0
 

1
0
 

レ
シ
ン
グ
部
門
の
み

レ
シ
ン
グ
部
門
的
み

ク
ラ
ブ
結
成
準
備
中

。
ク
ラ
ブ
結
成
単
備
中

。
ク
ラ
ブ
結
成
単
備
中

。
4
 

約
3
0

4
 

レ
四
シ
ン
グ
部
門
の
み

D
 

6
 

約
1
7
0

約
9
0

2
 

3
5
 

不
明

1
3
 

約
2
0
0

約
1
0
0

4
 

2
7
 

延
べ
約
5
0

県
協
会
と
し
て
括

。
不
明

2
 

1
8
 

3
 

不
明

不
明

3
 

8
5
 

約
7
0

2
 

不
明

1
8
 

不
明

不
明

不
明

2
 

2
2
 

1
0
 

1
 

不
明

不
明

4
 

約
1
2
0

約
5
0

2
 

5
7
 

約
2
0

2
 

不
明

約
5
0

不
明

不
明

不
明

2
 

1
5
 
。

6
 

不
明

約
5
0

5
 

約
6
5

3
2
 

2
 

不
明

不
明

県
協
会
と
し
て
括

1
5
 

1
 

不
明

不
明

l
 

不
明

県
協
会
と
し
て
一
括

7
 

約
1
2
0

9
 

2
0
 

1
6
2
 
。

レ
ー
シ
ン
グ
部
門
由
み

1
 

4
0
 

6
 

1
 

2
0
 

2
 

レ
シ
ン
グ
部
門
白
み

保
協
会
と
し
て
括

約
3
0
0

1
5
 

.
不
明

備
考
講
智
会
カ
ヌ
ー
ス

白
有
無
ス
ク
ー
Jレ

未
組
盤
三
者
圭
1
宜

@
 

@
 

来
組
織
者
多
数

@
 

@
 

来
組
織
者
多
数

@
@
@
 

@
 

@
 

@
 

@
 

未
組
織
者
多
数

@
 

@
 

@
 

未
組
織
者
多
数

@
 
@
 

@
 

⑤
 

カ
ヌ
ー
ボ
ロ
が
主

大
州
)!
f
年
の
家
で
カ
ヌ
ー
を
実
施
(
8
0
杯

@
 

カ
ヌ
ポ
ロ
が
主
@
 

カ
ヌ
ポ
ロ
が
主

@
 

」

@
 
製
造
販
売

ム
版
克
白
み

製
造
販
売
業
者

@
・

@
 

@
@
ム
ム
ム
ム

ム ム ム
ム
@
ム
@
 

@
 

@
 

@
ム
ム
ム
ム
ム

ム

ム
ム

ot
. 

にD



- 50-

、
b 

地在所の

会

会
地
協

協
在
一

一
所
ヌ

ヌ
の
カ

カ
ブ
の

県
ラ
中

府
ク
備

道
一
準

都
ヌ
立

各
力
設

0
・
ム

c 

O 
<;) 

グ σ
k;，o-¥J 

勺、〆
。 200仇m

-も

図2 各都道府県カヌー協会およびs'W部門のカヌークラブの分布



51 

表 2 各県におけるカヌーの講習会の状況

県名 日 時 日 数 立す 象

福島 6/28-6/29 2 初心者(だれでも
他IC5回実施 参加可)

茨城 5月-8月 1 初心者(だれでも
(月 1函) 参加可)

埼玉 。4月-10月 のべ7回 中級者(指導者が
(月 1回) 認めた者)

。3月-11月 のべ 9回 初心者(だれでも
(月 I回) 参加可)

神奈川 ら/3-5/ち 3 だれでも参加可

静岡 5/14 1 だれでも参加可

大阪 4月-11月 のベ約15日 100m位の水泳
(毎月1-2回) 可能な者

島根 8/2-8/3 2 だれでも参加可

岡山 7/26-27 2 だれでも参加可

8/3 1 グ

9/ち-10 6 指導者，コーチ

11/9 1 初心者講習会修了者

福岡 9月初旬 1 だれでも参加可

佐賀 8/9 一般男女

鹿児島 不明 婦人・小学生

に示したが，次のような点を指摘できょう O

① 民間のカヌースクールと比較すると，施設や用

具の点で恵まれていない。

② カヌーを地域住民iζ理解してもらうといった普

及・啓蒙活動iと主眼が置かれている O

③ 参加者が2日以上にわたって継続して受講でき

るものが少ない。

④ 受講者一人につき一艇という条件が確保されて

いない。静岡の例では，会員所有の艇を持ち寄

って講習会を実施している。

⑤ ほとんどが初心者を対象とした講習会で，誰で

も参加できる。

⑥ 中級者以上を対象とした講習会は，埼玉，岡山

以外にみられなかったが，各クラブで独自に指

導していると恩われる。

⑦ 指導者の年齢が比較的若く， 20代と30代で87.7

主催・共催・後援 指導者 受講者 使用艇

県カヌー協会主催 3 8 スラローム艇5

" 3 10-15 

県カヌー協会主催・日 10 約 20 スラロ ム艇10
本カヌ一連盟長瀞町 ワイノレド艇10

役場後援

県カヌ 協会主催・県 10 40-50 スラローム蘇旬。
体育協会・県教育委員 ワイルド艇10-15
会・戸田市教育委員会

後援

県カヌー協会・県教育 5 3日間で'30 スラローム艇10
委員会共催

県カヌー協会主催 4 30 協会の艇3と
協会員の自艇

県協会と加盟各クラブ 5 のべ約100 スラローム艇5

共催

松江カヌークラブ・市 16 のベ 220 スラローム艇15

教育委員会共催

県協会主催 5 10 

" 6 11 

" 
" 5 

県協会設立準備会 10 ポロ艇6，ブァノレトI

神崎町教育委員会 4 25 ポロ艇5

不明
」 一一

%を占めていた。

⑧ 受講者の募集は，ほとんどが日刊新聞と自治体

の広報紙を通じて行なわれ，ラジオとテレビを

利用したのが 21県あった。佐賀の例では，広報

活動により関心が高まり，受講者が増加した乙

とが報告されたが，きめ細かな広報活動を通じ

てカヌーに対する理解と関心を得ることが重要

であると思われる O

各県とも多くの問題を抱えながらも，講習会をカヌ

一人口拡大のための極めて重要な手段として位置づけ

ていることが伺われた O

次lζ講習会の実施にあたってど、のような障害がある

のか，また未実施の県にあっては未実施の理由となっ

ている障害が何であるかについて検討したが，基本的

に5つの問題点K整理された。(表3) 

6)各都道府県における普及要因
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47.7 

7.0 
4.6 

20代 30代 40(4C 50代

図3 各県におけるカヌー講習会指導者の年齢層

表 3 講習会の阻害条件

問題点 具体的な内容 指摘した県

艇 . 講習会用の艇の不足 佐賀・熊本・埼玉・島根

. 会場までの交通 静岡・大阪

. 河川の工作物 静岡

~ 場 . 漁業権(註8) 山口

. 更衣場所 大阪

. 会場の選定 佐賀・大阪

. 指導者の仕事の都合 神奈川・大分・茨城

. 指導者不足 神奈川
指導者 . クラブづくりのための指導 神奈川

者がいない

募集の方法 福島・大阪・佐賀. 
募 集 . カヌーに対する認識の開発 佐賀
. 講習中の安全の確保 鹿児島

安 全 . 受講者の健康状態の把握 鹿児島
. 傷害保険等の対策 茨城・埼玉

各都道府県におけるカヌーの普及がどのような要因

によって為されてきたかについてみると， rカヌーイ
スト個人の努力による jが圧倒的に多く24県中16県あ

り，しかも11県が上位にあげているのは注目すべき点

である。乙れらの県では，カヌーの普及がごく一部の

熱心な愛好者の個人的な努力によって為されてきた乙

とが伺われる。

次i乙「地域のカヌークラブの発展による」と「協会

主催の講習会による」がそれぞれ13県あり，各要因別

の順位でもほぼ同様の傾向がみられる O 以上の点から

考察してみると，協会自体が組織として普及のために果た

した役割はさほど大きくなかったのではないかと思われる。

「民間のカヌースクールによる jをあげたのは8県

だけで，要因glJの順位でも第 1位にあげた県はない O



以下に示すように民間のカヌースクールがカヌ一人口

の拡大に大きく貢献しているにもかかわらず，カヌー

スクール受講者の多くは協会側に把握されず，またカ

ヌーの技術を身につけても協会側に組織されていくケ

ースが少ないζとが，普及要因とじては低く評価され

る結果を招いたのではないかと考えられる。(表4)

2. カヌースクールと普及の問題

1)民間のカヌースクール

前述のように県協会レベルでは民間レベルの実態を

充分に把握していないと思われる傾向が見られたが，

次に民間のカヌースクールが普及のために具体的にど

のような活動を実施し，それが普及にどのような影響

を与えているかについて考察を進めたい。(表5別紙)

民間のカヌースクールについて整理してみると，次

のような共通点がみられた。

① 用具一式が完全に整っている。

② 講習会中または講習会後に川下りなどの実践的

なプログラムが組まれている。

③ 講習会修了後継続して技術を修得でき，同時に

クラブ組織を通じて仲間づくりができる条件が

整備されている。

④ 講習のねらいは，競技人口の拡大よりもむしろ

レクリエーション活動としての底辺拡大にある。

民間のカヌースクールは，物質的な面，技術修得の

面，そして仲間づくりの面で，多様な個人の志向性を

受け入れる乙とができる体制が整っており，県協会レ

ベル以上に底辺拡大K役立っていると思われる。

指導についてみると， 9校のうち 6校が製造・販売

業者の社員が指導者となっており校は講習会を主

な事業として販売も行なっているもので，講習会と商

品販売がかなりの関連性を持っている乙とがわかる。

- 53ー

講習地は，関東，関西の大都市圏を中心とした宿泊圏

の野外レクリエーションエリアと目的型日帰りレクリ

エーションエリアの二つに分類できる。宿泊圏にある

野尻湖カヌースクールの場合，受講者の居住地は関東

地区 69.5%，関西地区16.6%であり，この両地区で大

半を占めている。目的型日帰り圏のスクールの場合，

やはり受講者の大半が大都市圏居住者であることが確

認された。(号12二;<ぷふカ員lZヨツプ.)
受講者の職業について野尻湖カヌースクールの例で、

みてみると，会社員が最も多く 57.3%，次いで学生19.

55ぢ，教師7.0%のJI債であり，同じく年齢別では16-

20才が15.4%，21-25才が44.0%， 26-30才が32.6%，

31-40才およびその他が8.0%であった。受講者に若

い年齢層の社会人が多いことは特徴的である。

以上述べたような民間の講習会によってカヌーに対

する動機づけが為された者が，特1<:大都市圏において

かなりの数に達すると推定される。乙れらの人々の多

くが協会やクラブに未組織の層を形成していると考え

られる o 乙のような未組織者層がカヌー活動をそれぞ

れのライフスタイルに合わせ，豊かな余暇生活を形成

するよう発展させていくためには，乙れらの未組織者層に対

する多様なアフ。ローチの方法を確立し，組織的な活動を通し

て仲間づくりの輸を広げる乙とが重要であると窓われる。

2)公共施設でのカヌー講習

公共施設としては，唯一愛媛県の大州青年の家でカ

ヌー研修が実施されている o 1977年に所長の発案によ

り開始されたが，現在80艇を保有し，専門職員6名が

最高 180名まで指導できる我が国では最大規模の指導

体制が整備されている。

プログラムとしては，平水研修を半日，川下り研修

を1日設定して宿泊研修が実施されているが，同施設

表 4 各都道府県の普及要因

7Tぞ竺
Jt 青 福茨

埼1:I神|山
新 静 愛滋|大 兵奈 鳥島 山愛 熊大 鹿計

海

玉京奈川梨

児 五十

道 森 島城 潟 岡 知 賀阪 庫良 取根 口媛 岡賀 本分 島<DI@K!4 

I 協会主催の講習会 Kよる ① ③ ① ① ② 〔ρ ① ③ ① ① ② ② 71313 01 13 

2 民間のカヌ スクール忙よる ② ② ③ ② ② ③ ④ 01512 11 8 

3 地域のカヌ スクールによる
①i 羽。〉 ③ ① ② ② ② ② ① 61512 01 13 

¥ 4 カヌーャー個人の努力による ① ④ ① ③ ① ① ① ① ① ① ① ① ① ③ 111013 21 16 

注.回答のあった 24県をまとめたものである。

0印の数字はカヌ 白普及le果 Lた要凶として強かったものからり順位である。
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図4 ※カヌーメーカー・カヌーショップ・カヌースクールの分布

を利用する約8割の団体がカヌー研修を実施している。

川下りは， 3， 5， 10， 15， 20 kmとそれぞれ設定さ

れている。乙乙では教育的芯観点から指導が為されて

おり，我が国のカヌーの発展に新たな方向性を与える

ものとして期待される。

3. カヌーの製造・販売と普及の問題

1981年6月現在で渓流用の艇を製造しているメーカ

は7社あったが社を除いては製造直売と小売庖経

由の 2つのルートで販売している Oうj、売屈は1981年9

月現在で17庖あった O

1980年度の製造実績を総合してみると， F.R. Pスラ

ローム・カヤックは全体で約1ωo艇製造されていると

推定される O これにオープンデッキ fカヌーなどの輸

入品やフアルトボートなどを加えると，渓流用の艇は

一年間に1500艇前後市場に出まわっていると推定され

る。(表6カヌの製造・販売業者別紙)

民間のカヌースクールの調査結果と関連させて検討

してみると，製造・販売から初心者講習・上級技術の

指導に及ぶ系列化された民間のグループがいくつか存

在していることがわかった。乙れらに特定のクラブや

連絡組織が結びついている乙とが確認されたのが6グ

ループあった。

製造・販売業者のほとんどは競技会参加者の多い地

域に存在しているが，カヌースクールやクラブと結び

ついて民間レベルのグループ。を形成し，カヌ一人口の

拡大に極めて大きな役割を果たしてきたことは明らか

である。(図5 系列化された民聞のタノトフ。 ~Ij紙)

N 結語

以上の点を総合的に判断すると，スラローム・カヤ

ックを用いた活動の普及状況は次のようにまとめるこ

とができる。

1. 競技としてもレクリェーションとしてもその普

及状況には地域差があり，主に関東と関西の両

地域iζ普及しており，次iζ北海道，静岡，愛知，

岡山，島根などの地域となっている O

2. 関東，関西以外の地域では各県カヌー協会やカ

ヌークラブを中心に普及活動が為されているが，

組織，施設，用具などの面で恵まれず，個人的

な努力に依存している傾向がみられる。

3. 関東，関西地区ではカヌースクール，製造・販

売業者などの民間レベルの系列化されたグループに

よる普及活動が極めて大きな役割を果たしている。
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表 6 カヌーの製造・販売業者

:iI': 業 名 製造実積 55年度製造実積 備考
会社設立年度

(所在地) スラロ ム艇)その他 スラロ ム艇!その他

(株)アオキカヌー製作所 個人的11:1973年

(大阪府枚方市)
1979年度11月 約 1500 約 120 約 200 約 30

より製造開始

(株)フジタカヌー研究所
1976年

51年以降で約 1500 ファノレトボ ド主体で 個人的に 35年よ

(京都市) (7アルトボードが主) 約 500 り製造開始

7ァッシンスポーツシノぜタ 1975 -1976 
(愛知県岡崎市) (詳細不明)

約 500 約 100 約 60 約 20 製造のみ

(株)フアルトピず
1977年 2月

(滋賀県大津市)
約 600 約 200

(株)オーシャントレーディング
1978年12月 約 500

(東京都千代田区)

イシイカヌーエージェン卜

(埼玉県所沢市)
1980年 約 150

(株)造 研
1976年 約300(競技艇のみ) 約 150

(東京都八王子市)

主な販売庄の状況 主な販売内容 ( 55 年度)

|ス ポ(東ー京ツ都ハ新宿ー区パ)ー
オ プンカナディアン(輸入品90，国産50)， F R Pスラローム艇約 500，

アァノレトボ ト約 300，

日本コーノレマン 1N C 
オープンカナディアン(米国コーノレ7 ン社製品)約 200，

(東京都中央区)

|オーシャン
トレーデイング

野尻，胡カヌースクール
ユーザ一室

フア、γシヨンスポーツ

し/;[1:こ

アオキカヌー
製作所

ト4ruスクールトポ史クラブ

iT雪出クラブ|

|己二二iHr-スクールト杭-777¥
Eヨはグループの中心服害時貯こしているもの
図5 系列化された民間のグ、ループ



今回の調査は概括的な普及状況の把握が研究の視点

であり，カヌ一人口の具体的な内容にまで詳しく調査

できなかったが，今回の調査にもとづいて次のような

仮説の設定が可能となった。

1. スラローム・カヤックを用いた活動を行なって

いる人口は，若い年齢層の社会人の占める比率

がかなり高い。

2 社会人となってからカヌーを始める人が多い，

レクリエーションとしての多様な活動内容を備

えているという理由から，競技としてよりもレ

クリエーションとして志向する人口が多い O レ

クリエーション志向の強い者は，競技志向の協

会組織にうまく吸収されていかない。

3. 競技会参加者の多くは，競技をカヌー活動全体

の中の一部分として位置づけている。

以上の仮説にもとづいて，今後はこの仮説を検証す

べく研究に取り組んで、いきたい。
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